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低コストで抜群のマーケティング効果！ 
任天堂の“ファミコン”復刻の狙い 
 

1983 年に発売された「ファミリーコンピュー

タ」は全世界で約 6,000 万台を売り上げ、子ど

もの遊び方を変えた存在と言われている。そん

な“ファミコン”の復刻版となる「ニンテンド

ークラシックミニ ファミリーコンピュータ」

が、昨年 11月に発売。瞬く間に品薄となり、プ

レミア価格での転売が相次いだ。いわゆる「品

薄商法」との批判が続出したが、任天堂は今年 4

月に生産の一時終了を発表。「品薄商法」では

ないことを、明確な形で否定した。 

では、なぜ任天堂は“ファミコン”を復刻し

たのだろうか。ヒントはゲーム業界の動向にあ

る。昨年は「VR元年」と言われ、「PlayStation 

VR」などの注目商品が続々登場。しかし、任天

堂はこの大事な時期に新たなゲーム機を発売で

きなかったのである。そこで、ハードもソフト

も開発不要で、ブランドへのロイヤリティを高

められる切り札を投入したのだ。コアなファミ

コン世代（30代から 50代）の関心を集めるのに

有効で、子どもと一緒にプレーすることも予測

できるため、次世代へのバトンとしても機能す

る。これは、“ファミコン”が怪物クラスのブ

ランドだからこそ可能な戦略だ。 

競合他社との勝負の時期に新商品を投入でき

なかったことを逆手にとり、マーケティングの

時期と割り切って最強の経営資源を投入する。

この判断の鋭さはどんな事業でも参考になるだ

ろう。 

 

国税庁が税務行政の将来像を公表 
ＡＩ活用した税務相談・調査など 

 

国税庁は、約 10 年後の「税務行政の将来像」

を公表した。これは、ＩＣＴ・ＡＩの活用による

納税者の利便性の向上と税務行政のスマート化

を図ることが目的。その実現に向けては、ｅ－Ｔ

ａｘの使い勝手向上等を通じた申告・納付のデジ

タル化の推進により、納税者の利便性向上ととも

に、データ基盤の充実を図り、ＡＩ技術等を取り

入れながら、税務行政のスマート化に段階的に取

り組んでいくとしている。 

納税者の利便性の向上では、(1)マイナポータ

ルを通じて、納税者個々のニーズに合った「カス

タマイズ型の税情報の配信」、(2)メールやチャ

ットなどによる相談・回答、ＡＩを活用した相談

内容の分析と最適な回答を自動表示する「税務相

談の自動化」、(3)確定申告や年末調整に係る情

報のマイナポータルへの表示による手続きの電

子化、国と地方への電子的提出のワンストップ

化、電子納税等の推進など「申告・納付のデジ

タル化」を目指す。 

また、課税・徴収の効率化・高度化では、(1)

「申告内容と財産所有情報との自動チェック」

による申告漏れ等の迅速な把握、(2)是正が必要

な誤り事項等を納税者に自動連絡するなど、納

税者等に電子メール等により接触を図る「軽微

な誤りのオフサイト処理」、(3)ＡＩを活用した

システムによる、精緻な調査必要度判定や納税

者への最適な接触方法と要調査項目、優先着手

滞納事案の選定等の提示など「調査・徴収での

ＡＩ活用」を進める。 

 

 


